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英語 38，4（％） 48．3（％） 42．ユ（％） 79．2（％）
英語・現地語 4I3 10，3 ．0 ．O
現地語 1010 13．8 ．0 ．0
日本語 17．4 10．3 15．8 4．2
日本語・現地語 21．7 6．9 ．0 ．0
日‡語・英語 屯3 3．4 5．3 16．7
目本語・英語・現地語 6．5 3．4 ．O ．O
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目をつげ，シソガポールは新しい企業誘致政策をとり姶めた。これは，タィ，
マレーシア，フィリピソ，イソドネシア，台湾など広域に婁業活動を行なって
いる企業が，地域統轄機能やR＆D機能をもつ地域本部（OHQ）や部品調
達事務所（ZP0）を設置する場合には各種の特奥を与えるというものである。
例えぱ，0HQステータスを得た場合，33％の法人税を10劣に減少するという
ものである。
　この新しいシンガポールの政策は，ツソガポールの経済発展により労働力不
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1197
　122　　　　　　　　　　早稲田商学第345・346合併号
足・賃金高騰，工場用地不足など生産活動を拡大することが今後困難にたるこ
とを考えて，今まで蓄積してきた交通・金融としての性格をさらに発展させ，
アジアにおける清報センターの役割を担おうとするシソガポールの生き方が反
映されている。
　この新しいシンガポールの政策は，多くの多国籍企業がこのアセアン地域を
中心にアジアで活動する場合のひとつの地域本部的役割をどこかに設置しなげ
ればならないという必要性にも合致する。例えば，ソニーは世界市場四分割構
想のもとに，ソニー・インターナショナルがこのOHQステースタを日系企
業として最初に受けている。松下も，その後アジア地域本部機能をシンガポー
ルに設置している。
　こうしたシンガポールの動きに対抗するために，マレーシアも1989年3月に
OHQ誘致のためのインセソティブを発表している。その内容は経営手数料，
金利，ロイヤルティー，配当金に対する優遇税率（10％）の適用や外国人ポス
トの認可などの優遇措置を含んでいる。鯛しかL，現在までのところ実効は上
っていないようである。
　いず棚こしても，今後数年問には今まで日本の本杜で直接統割されていたこ
の地域の日系企業の経営活動が，地域本部によって調整・統制されるようにな
ると思われる。しかし同時に，地域内の統制と本杜との関係が新しい間題とな
る。例えぽ，現在地域内の会議は現地スタッフも参加するので，英語によって
行なわれている。ルック・イースト学生の数が増えたりしても日本語で会議が
行なわれるようになるとは考えられない。日本の本杜は，グローバル経営のコ
ミュニケーショソを日本語でするのか英語で行なうのかといったことをはじめ，
本格的にグローバル化へ対処するための改革が必要とされるようになるであろ
う。
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5．　おわりに
　現在，マレーシアヘの日系企業の投資は，1985年秋以後の急激な円高の影響
を受けて，急増している。同時に，目本企業のマレーシアの投資は台湾，韓国，
シンガポール，香港といったNIESとの関連，タイなどアセァン諸国との関
連の中で生じており・相亙の関連がきわめて複雑になり，工程分業化，製品分
業化も進展L1大きなネットワークが形成されている。同時に，マレーシア経
済自体も経済の回復とNIES入りを目指した新しい発展を遂げようとLてい
る。この過程で，マレーシアでは工業用地不足，労働力，人材不足，賃金・給
与の高騰といった問題が生じつつある。
　こうした中で・マレーシアの日系企業は目本型経営の現地での適用と発展を
はかろうとしてい孔最後に・本稿でみてきた，マレーシアの日系企業の経営
活動の実態と問題をまとめることにしよう。
　第一に・日系企業は後発型として海外進出による宿命的な問題をかかえてい
るといえる。マレーシアヘ進出する企業は，第三文化を作り上げ汰げれぱなら
ない。しかし，その過程は日本と西欧企業との間では大きく異なる。日系企業
の経営システムの導入は，マレーシアにおげる西欧スタソダードヘの初めての
チャレンジであ孔日系企業はまず国際化の中心となっている西欧文化の影響
を受けた中閻管理者との間で渥合文化をつくり，その混合文化と現場労働著と
の閻で混合文化をつくり上げるという文化の二重構造をつくり上げなげれぱな
らない。これは，同じ第三文化の創造といっても，西欧企業が西欧文化と現施
文化との融合のみを考えれぱよいのと比べると，日系企業は当初から一種のハ
ンデイキャップをもっていることを示している。この問題を解決するためには
日本企業では間題の多いホワイトカラーの管理システムを改善し改けれぱなら
ない。
　この二重穣造を避けるために、最近目系企業はマレー系を中心に日本の大学
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や高専の卒業生を採用しはじめている。これによって，目本人管理考がおこな
ってきた現地人管理考とのコミュニケーシ昌ソによる第三文化の育成の手聞が
省げるようになり，将来は現地労働考との間での第三文化の育成に専念できる
西欧型に移行することが期待される。
　しかし，ここで閻題になるのは，ハイ・コソテクトの日本系企業本杜の制度
や考えを現地に通訳していた日本人管理考の役割を，日本語を話せたり，日本
文化を知っているマレーシア人が負担できるかどうかである。西欧企業と比べ
て，マニュアルたど明示的なコミュニケーショソ手段をあまり使用しない日系
企業では，日本人管理考に現地人管理者がとって替わることはきわめて厳しい
といえそうである。技術移転にしても経営移転にしても，ハイレベルのものは，
日本の組織の集団性によつて生まれたものであり，現地への移転は実現Lない
と思われる。それを解決するためには，日系企業はマニュアルの利用などアメ
リカ企業などに見られる明示的コミュニケーション手段の利用を増加すること
が必要である。とくに民族間題を潜在的に含むマレーシアのような複合民族国
家では，能力や業績の明確な評魎基準が重要であり，公正さを確立しなけれぱ
ならない。
　現在のコミュニケーション・システムのままでは，目系企業の海外での活動
が活発になるにつれて，多数の日本人管理考を海外へ派遣Lなけれぱならな
い。しかし，日本人の管理者の派遺はコスト的にもかなり高くつくといったこ
とからも，日系企業としてはいつまでも多数の日本人を派遣することぼ困難で
あり，現地こ経営をまかせなげれぱならないし，このためには本杜システムの
改善が必要と在る。業務管理，職務分掌を明確にして，管理者の権隈や役割を
はっきり決める必要があるであろう。また，本杜の意思決定プロセスを明確に
する必要がある。そうしなけれぱ，現地管理者はいかなる形で決定がなされた
のカ㍉現地従業員に伝えることができず，誤解を招く。受入国でよりよいイメ
ージを得るためには，意思決定のプロセスが明確にならたいといげない。
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　第二に，日本型経営と現地文化との融合による第三文化の形成に関して輿味
深いことは，マレーシアでの繧営活動が長けれぱ長い企業ほど現地管理者の能
力を高く評価し，現地化が進んでいることである。一見単純なことにみえるが，
現地化には年数と努力と忍耐カ泌要ということが分かる。とりわけ，1950年代，
60年代に進出した企業については規模も小さく，また日本型経営についての認
識も浅かったため，進出当蒔混乱がみられた。Lかしながら，20年以上の経営
活動の中で，本杜内にもマレーシア滞在経験老が育つなどして，第三文化と並
んで，独自の企業文化を形成L，日本人管理奏は近い将来すべて引き上げたい
という日系企業も現われ始めている。マレーシアでの経営の長い企業は，マレ
ーシア製品の品質は日本その飽の国で生産される製晶と比べて遜色ないという
企業が多く，マレーシアで開発された設備やシステムを目本に逆輸入している
ものもある。日常の現場におげる間題解決の積み重ねこそ，目本とマレーシア
の聞の歴史，杜会，文化の椙違から生じるギャップを埋める唯一の方法といえ
るのではなかろうか。
　一方，松下の場合のように大企業としての独自の企業文化を当初から持ち込
んだものもある。現在では，同杜はマレーシアにおける日系企業の模範的存在
といわれるが，マレーシアでば始業前の杜歌の合唱，七精紳の唱和など，一般
の人々にもよく知られている。松下をはじめ，欧米にも現地法人を有する在マ
レーシアの日系企業の管理老の多くが，西欧諸国よりマレーシアの方が経営管
理はやりやすく，企業の業績も良いと指摘する。これなども，西欧に比べてマ
レーシア猿自の経営管理システムが確立していないので，目本型経営も受げ入
れられやすいことによるのかもしれない。
　第三に，このようた第三文化，企業文化の育成にあたって大きな役割を果す
のが，日本から派遺された経営管理者である。とくに，立ち上がりの時点では，
これらの人々の果す役割が大きい。現地管理者からは，日本人管理着が3～4
年で交替するので，その都度経営方式が変わったり，現地管理考が同じことを
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説明したり，同じ問題に直面するという苦情も出ている。日本人管理者を現地
管理劃こ代替できない場合，その交替について，日系企業は工夫をすることが
必要のようである。
　一方，日系企業としては現地の中閻管理者が足りない，育たないという問題
を抱えているようである。資格杜会のマレーシアにおいて，あまり資格を重視
しない目本型経営は大きな間題点となる。多くの日系企業は，内部で育成する
方法をとっているが，内部での育成にぱ，時問がかかりすぎる，という閲題を
抱えている。
　第四に，日本型経営の移転について大きな役割を果しているものに，マレー
シア政府のrルックイースト政策」がある。これは日本や韓国などの労働倫理
などを屋習おうとするものである。この政策の中で評価されているものには，
日本型経営の中心的要素となるものが多い。
　ルヅクイースト政策の導入以来，欧米で教育を受げた一都の知識人から反発
があったが苦現在では政府の政策として定着Lているようである。政府がルッ
クイースト政策についての理解を求める過程で，日本型経営が理解され，人々
の関心の的となったことも看過できない事実である。
　また，このルックイースト政策のもとで，企業や役所の中堅の技術老や管理
老が数多く日本の企業や役所に派遺され、また留学生も派遺されて，日本型経
営を学ぶ嬢会を得た。その数は，欧米への留学生数と比べると未だ格段の差が
あるが，研修や留学を終えたマレーシアの人たちが，知日派として日本の文化
や日本的経営の理解老となっていることは否定出来ない。
　このようなマレーシア政府の政策との関連で，日系企業側がおこなっている
日本型経歓こ対する理解のための努力も評価しなげれぽならない。各日系企業
が個別こ努カするのみならず，互いに協力しあって日系企業の経営方式を理解
してもらおうとしている。そのための中心的役割を果しているのが，1983年11
月に設置されたマレーシア日本人商工会議所である。同会議所は，日本・マレ
　1202
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一シア間の相互理解の促進，パーセプション・ギャップの解消のため，現地当
局との対話を中心に対外活動を展開している。
　1986年9月のマレーシア政府の外資規制政策の抜本的見直しによる規制緩和
とイソセンティヴ政策には，同商工会議所の提案が大きな影響を与えたと言わ
れている。また，最近では，「金顧・税制・為替事情の改善」に対する意見活
動，ならびにr労働法の改正」に対する主体的協力をとりつけようとしてい
る。
　もちろん・こうした日本人商工会議所の活動の背景には，日本の経済や企業
の力が強くなっており，マレーシアの経済や政治に大きな影響を与えているこ
とはいうまでもたい。
　最後に，マレーシアの場合ぱ，アメリカやヨーロッパヘの進出とは異なり，
現場労働考の管理システムはまだそれほど確立してはいない。そのため，欧米
系企業は欧米型経営を導入L，日系企業は日本型経営を持ち込むといった形に
なっている。現在のところ現地資本の企業の経営システムが確立されていない
が，長期的にはマレーシア型経営の可能性が考えられる。とくに，伝統的な杜
会システムの変革の前に産業杜会，企業杜会が到来した点では，マレーシアは
日本と同じく後進国型であり壬伝統システムの経営への利用ということが必要
とな私例えぼ，もともと車を一緒に引っ張るという意味をもつ農村の“g0－
tOng　rOyOng”という相互扶助の考え方や，“musya　warath”という話し
合いの制度が存在する。こういった伝統的たものを企業の中に適用し，変容さ
せれぱマレーシア独自の経営システムも生まれる可能性もある。この点で，比
較的土着の価値観と近い要素をもつ日本型経営の果す役割は大きい。
　こういう形式で，日系企業ぱ日本型経営と現地文化との融合を図って，マレ
ーシア型経営システムを確立Lていくことが望まれるが，日本の経験を現地に
移転することが可能となるのは，日本的経営を越えてこのマレーシア型経営シ
ステムが確立されたときである。
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注（1）マレーシアの日系企業の研究については次のようなものがある。Hideki　Iwaoka，
　　“Japanese　Management　in　MaIaysia，”So刎肋五α5彦λ5ξα8肋必召∫，VoL22・No・
　　2（March1985）およびchee　Pen　Lim　and　Lee　Poh　Ping，∫ψ伽ω2〃クκ彦
　　／椛㈱肋舳”〃”α1αツ∫加（森健訳『マレーシアに対する目本の直接投資』，アジア経
　　済研究所，1980年）。他の国との比較の中でマレーシア目系企業を扱ったものとし
　　ては．市村真一編『アジアに根づく日本的経営』（東洋経済新報杜，1988年）およ
　　び山下彰一，竹内常善，川辺信雄，竹花誠児「ASEAN諸副こおける日本型経営と
　　技術移転に関する経営者の意識調査」（広島大学『年報経済学』1989年3月）など
　　がある。最近，目系企業の投資のマクロ的側面については。青木健『マレーシア経
　　済入門』（日本経済評論杜，1990年），個別企業研究を通Lた日本型経営・技術移転
　　については米山喜久男『適正技術の開発と移転一マレーンア鉄鋼業の創設　　』
　　（文員堂，1990年）といったすぐれた研究が出ている。
　（2）アソケート調査はJACTM会員の製造企業91杜に送付された。質間票は日本人
　　管理者は日本語，現地人管理者は英語で回答すると期待し・英言吾と日本語の2種類
　　を送付Lた。合計で24杜の回答を得た。内訳は日本語16杜，英語8杜である。この
　　成果としての集計結果が，山下他「ASEAN藷国における日本型経営」に発表さ
　　れている。本稿のデータ，図表は注記のない隈り，これによる。
　（3）戦前のマレーシアにおける日本の投資については，次のものを参照。妻彩菱「マ
　　ラヤにおける日本のゴム・鉄鉱投資」（杉山伸他／イアソ・ブラウン編薯『戦問期
　　東南アソアの経済摩擦　　日本の南進とアソア　　』（同文館，1990年）。
　〈4）　リム■ピソ『マレーシア』4－5ぺ一ジo
　（5）同上書およぴ『国際経済臨時増刊一マレーノア特集　　』（1988年8月），206
　　－207ぺ一ジo
　（6）佐藤行信「Ajinomoto（M）Sdn・Bhd・の経験」Bank　of　Tokyo・ctd・・州〃o例
　　∫肋郷肋肋ポ87肋〃α1”ツ∫｛σ（November，1987），18－22ぺ一ジo
　〈7）　『国際経済』，104ぺ一ジo
　（8）　リム■ピソ『マレイシア』5－7ぺ一ジo
　（9）小沢正義『TQAと経営の実際　　海外の経営体験を生かして　　』（日科技連，
　　1986年），162－163，166－168ぺ一ジ。また，この時期のマレーシアと日本企業の
　　動きについては，鳥羽欽一郎『二つの顔の目本人』（中央公論杜，1974年）に詳し
　　い。
　⑩　この地域のネットワークについては，青木『マレーシア経済入門』，第6章に興
　　昧深い議論が展開されている。また，撃僑のネットワークについては，斎藤優『ア
　　ジア発展回廊の構築一アジアの発展戦略一』（文員堂，1990年），6章参照。
　㈲　鳥居高「マレーソアー規制ラッンユ　　」（谷浦孝嬢編『アソアの工業化と直
　　接投資』アジア経済研究所，1989年），184ぺ一ジ。
　⑫　JACTIM・JETR0調査（ユ989年）。
　蝸　同上。
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⑭　日本貿易振輿会『ジエトロ白書一1988年版一』（目本貿易振興会，1988年），144
　ぺ一ジ。
（§　日本貿易振興会『ジエトロ白書一ユ989年版一』（目本貿易振翼会，1989）年，142－
　143べ一ジ。
鯛　中小企業のマレーシアの進舳こついては，各杜現地子会杜杜長とのイソタビュー
　による。
⑰　犬宏電機マレーシア杜長，鳥丸豊氏とのイソタビュ1一による。
鯛　『ジェトロセソサー』（1989年10月），mぺ一ジ。IACTIM事務局長小野弱氏お
　よびJETRO・KLセソター所長小沢博氏とのイソタピューによる。
㈹　東レの子会杜ペソ・ファイバーでは，こうした状況に対処するため日本国内より
　も進んだオートメーシ目ソエ場と0A化を進め独自の教育・訓練システムを開発
　しようとしている。東レグループ代表浅野茂とのイソタビュー｝こよる。また，マレ
　ーシア信越半導体では新鋭工場の建設をほとんど現地サイドで完成し，量近建設し
　たイギリスエ場から研修生を受け入れるほどになっているとい㌔マレーシア信越
　半導体杜長比村泰氏とのイソタピュー｝こよる。
⑳　マレーシアの外資政策については，鳥居「マレーシア」によるところが大きい。
㈱　ブミプトラ政策については，野村陸男「ブミプトラ政策と経済構造の変容」（堀井
　燵三／荻原宜之編『現代マレーシアの杜会・経済変容一ブミプトラの18年一』
　（アジア経済研究所，1988年），参照。
鋤　鳥居「マレーシア」参照。
偽　日本貿易振輿会『ジエトロ白書一1987年版一』（日本貿易振興会，ユ987年），131－
　132べ一ジ。
鋤　市村編『アジアに根づく日本的経営』，23－24ぺ一ジ。
鶴　金原達夫「国際経営における現地化の可能性」（『広島犬挙経済学論集』12巻1
　号，1988年6月）百
⑳　リム■ピン『マレーツア』，7－8ぺ一ジ。
鋤　日系企業の所有構造については，次のものを参照。原不二夫「新経済政策におけ
　るマレーシア日系企業一ベナン州，ケダー州での調査から一」（『アジア経済』
　28巻2号，1987年2月）および堀井健三繍『マレーシアの杜会再編と種族間題一
　ブミプトラ政策20年の編結　　』（アノア経済研究所，1989年），第3章，第4章。
鶴　リム／ピソ『マレーシア』，7－8ぺ一ジo
鋼　同上。
鉤　　JACTIM調査（1990）隼。
例　在マレーシア犬使館・JETRO調査（1987年）。
鉤　JACTIM・JETRO調査（ユ990年）。
鶴JACTIM調査（1989年）。
㈱　「国際シソポジウム　目本型経営は通用するか」（広島大挙経済学都，1990年3
　月），12，19－20ぺ一ジo
i205
130　　　　　　　　　早稲蘭商学第345・346合併号
鶴　マレーシア貝本人商工会議所労働委員会「目系企業と技術移転間題」（1986年4
　月）筥
鯛NECマレーシアでも1987年に長期言十画スタッフを雇用したが・これはマーケテ
　ィソグも含め，子会杜独自の較略を図ろうとするものである。同杜杜長村田笑一氏
　とのイソタピューo
eヵ　S葦eh　Lee　Mei　Ling，1980〃〃四ツ8伽〃四勉ψαo肋ガ〃817刎勿焔S拠〃2ツ灰2ヵo〃。
　VoL1and2（University　of　MaIasiya，1986）参照。
鯛　Jean－Jacques　Van　Helten　and　Geo旋ey　Johnes，“Br三tish　Business　in　Ma－
　laysia　and　Singapore　since　the1870’s，”　in　R－P．T，Davenport－Hines＆Geof－
　frey　Jobnes．，ed＆，β7物∫ゐ3郷肋2∫∫初　λ∫地　∫づ刎召1860（Cambridge　Uni－
　ve］＝sity　Press，1989），p．180。
㈱　Hamzah－Sendut，John　Madson，and　Gregory　Thong，〃肋”g肋g肋λ〃〃〃
　5oむ｛吻（Lo亘gman，1989），pp，54－55，28，56，61－64．
㈹　米山『適正技術』，281ぺ一ジ。
㈹　同上，368ぺ一ジ。
綱　“Way　to　Beat　Johor’s　Labour　Shortage，”W刎S肋桃η舳∫（August，2．
　1990），など多数の記事が新闘をにぎわしている。
陶　実際には，この中間に台湾など中国語の大学教育を受けた大率者もいる。
幽　アジア経済研究所「経済動力効果研究報告書一タイ・マレーシア基礎資料編」
　（1986年3月），308－314べ一ジに日系企業に対する現地の人々の評価がまとめられ
　ている。
陶　現地研究老による欧米企業と日系企業の比較研究においても，こうLた日系企業
　の特徴が明らかにされている。Ah　Ba　Sin，1）κ吻〃α伽α〃o〃伽δP2所07刎〃κグ
　λCo刎φ〃α〃四βS〃勿ぴ〃α1αツ8加勉S泌s〃｛〃加5げ助〃召〃1V螂〃o伽主0外
　g伽，Monograph　Series　on　Malaysian　Economic　A伍airs，VoL7（Faculty　of
　Economics　and　Administration，uniマersity　of　Ma－aya，1978）。
㈹小野沢純「ブミプトラ政策下における雇用構造の再編」（『現代マレーツアの杜
　会・経済変容』），295－301ぺ一ジ。
㈹H・m・・h，・t・1・，・d・一，〃伽鋤椛g加λPJ舳1S・・物・臥128・
綱　佐久間賢氏の第23回多国籍企業研究会発表資料参照。
陶　高野時秀「進出する日本企業へのメッセージ」（『国際経済』），！72－176ぺ一ジ。
6◎　㌣レーシア松下電器杜長，秋田忠志氏とのイソタビューによる。具体的た目系企
　業の本社・子会杜関係についての研究には次のものがある。Siti　Howa，“The　HQ－
　Subsid1aτy　Relationship：The　Case　of　SREC，Malasia，”UnpubHshed　Master
　T］ユesis（Hiroshima　University，1990一）一
副　同上。
駒　ピオニー杜長，小河原重隆氏とのイソタビ旦一による。
鯛　日本貿易振輿会『ジエトロ白書一1990年版一』（日本貿易振輿会，1990年），146
　ぺ一ジ。
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